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平成 14 年 11 月 11 日

各 位
会 社 名　　オリンパス光学工業株式会社
代表者名　　取締役社長　菊川　剛
上場取引所　東証・大証　第一部
コード番号　７７３３
本社所在地　東京都渋谷区幡ヶ谷 2 丁目 43 番 2 号

　　（本社事務所 東京都新宿区西新宿 2 丁目 3 番 1 号）
問合せ先　　経理部長  渡辺和弘

　　TEL 03-3340-2151

業績予想の修正に関するお知らせ

最近の業績の動向等を踏まえ、平成 14 年 5 月 20 日の決算発表時に公表した業績予想を下

記のとおり修正いたします。

記

［Ⅰ］連結業績予想の修正について

 

1. 平成 15 年 3 月中間期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）

  （単位：百万円、％）

　　売　上　高 　　経常利益 　当期純利益

前 回 発 表 予 想（Ａ） ２５４，０００ １３，０００ ７，０００

今 回 修 正 予 想（Ｂ） ２６０，０００ ２６，０００ １３，０００

増  減  額 （Ｂ－Ａ） ＋６，０００ ＋１３，０００ ＋６，０００

増  減  率 ＋２．４ ＋１００．０ ＋８５．７

前期(14 年 3 月中間期)実績 ２４８，０７３ １１，８４４ ６，２０４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2. 平成 15 年 3 月期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

（単位：百万円、％）

　　売　上　高 　　経常利益 　当期純利益

前 回 発 表 予 想（Ａ） ５６２，０００ ３７，０００ ２０，０００

今 回 修 正 予 想（Ｂ） ５７０，０００ ４７，０００ ２５，０００

増  減  額 （Ｂ－Ａ） ＋８，０００ ＋１０，０００ ＋５，０００

増  減  率 ＋１．４ ＋２７．０ ＋２５．０

前期(14 年 3 月期)実績 ５２８，４１５ ３１，４３５ １０，２７９
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［Ⅱ］理由（連結業績）

1. 平成 15 年 3 月中間期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）

   好調なデジタルカメラ及び内視鏡の販売増を主因として売上高が当初予想よりも増加

　 するとともに、映像分野を中心とした製品原価の低減により、経常利益及び当期純利

   益は当初予想に比べそれぞれ 100％、86%の大幅な増益となる見込みであります。

2. 平成 15 年 3 月期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

下半期は世界経済の伸び悩みによる更なる価格競争の激化が予想されるものの、売上高

は当初予想を上回る見込みであります。経常利益及び当期純利益は当初予想に比べそれ

ぞれ 27％、25%の増益となる見込みであります。

［Ⅲ］業績予想（単独）の修正について

1. 平成 15 年 3 月中間期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）

  （単位：百万円、％）

　　売　上　高 　　経常利益 　当期純利益

前 回 発 表 予 想（Ａ） １６５，０００ ９，０００ ５，０００

今 回 修 正 予 想（Ｂ） １６５，０００ １６，６００ ７，８００

増  減  額 （Ｂ－Ａ） ― ＋７，６００ ＋２，８００

増  減  率 ― ＋８４．４ ＋５６．０

前期(14 年 3 月中間期)実績 １７２，３８９ １０，１６５ ５，５３４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2. 平成 15 年 3 月期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

（単位：百万円、％）

　　売　上　高 　　経常利益 　当期純利益

前 回 発 表 予 想（Ａ） ３６０，０００ ２６，０００ １５，０００

今 回 修 正 予 想（Ｂ） ３６０，０００ ３０，０００ １５，０００

増  減  額 （Ｂ－Ａ） ― ＋４，０００ ―

増  減  率 ― ＋１５．４ ―

前期(14 年 3 月期)実績 ３２８，２６８ １７，７５５ ５，０６２
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［Ⅳ］理由（単独業績）

1. 平成 15 年 3 月中間期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日）

映像分野を中心とした製品原価の低減により、経常利益は当初予想に比べ 80％を超え

る増益となる見込みであります。また当期純利益は、株式市況の低迷による有価証券評

価損等の発生により当初予想に比べ 56％増益に留まる見込みであります。

2. 平成 15 年 3 月期（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日）

下半期は国内消費の低迷による更なる価格競争の激化が予想されますが、上半期の増益

が寄与し、経常利益は当初予想に比べ 15％増益となる見込みであります。

以　　上


